
川口市水洗便所改造資金補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、既設の便所等を水洗化し、公共下水道又は既設の排水設備に 

接続する工事を行う者に対し、予算の範囲内において川口市水洗便所改造資金補 

助金（以下「補助金」という。）を交付することにより、本市の下水道処理区域 

内及び川口市上下水道事業管理者（以下「管理者」という。）が特に認めた区域 

内（以下「下水道処理区域内等」という。）において、水洗化率の向上を図り、 

もって都市の健全な発達及び公衆衛生の向上に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において次の各号に掲げる用語の定義は、次の各号に定めるとお 

りとする。 

(1) 下水道処理区域 下水道法（昭和３３年法律第７９号。以下「法」という。） 

第２条第８号に規定する処理区域をいう。 

(2) 私道共同排水設備 下水道法第１０条第１項に規定する排水設備で、複数の 

建築物からの下水を公共下水道に排除するためのもの及びそれに付随する取付 

管等をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付対象となる者は、次の各号の条件をいずれも満たす者とする。 

(1) 本市の下水道処理区域内等の建築物の所有者又は改造工事について当該建築 

物の所有者の同意を得た占有者であること。 

(2) 市税を滞納していないこと。 

(3) 上下水道料金を完納していること。 

（制度の対象となる工事） 

第４条 この要綱における制度の対象となる工事は、本市の下水道処理区域内等の 

建物において行う次の各号に掲げる工事とする。 

(1) 既設のくみ取り式便所を水洗式にし、汚水管を公共下水道又は管理者が別に 

定める既設の排水設備に接続する工事 

(2) 既設の浄化槽による水洗便所の汚水管を公共下水道又は管理者が別に定める 



既設の排水設備に接続する工事 

(3) 前２号に掲げる工事と同時に行うその他の排水設備（管理者が別に定めるも 

のに限る。）を新設し、又は改造する工事 

（補助の対象となる条件） 

第５条 前条各号の工事のうち、補助の対象となる工事（以下「対象工事」という。 

）は、次の各号の条件をいずれも（第４号については該当する場合に限る。）満 

たしている工事とする。 

(1) 法第９条第１項の規定に基づき公共下水道の供用が開始された日（以下「供 

用開始日」）から翌年度１月末までに工事が完了していること。 

(2) 川口市下水道条例（昭和４７年条例第２７号）第５条の規定による検査に合 

格した工事であること。 

(3) 建物の新築又は建替えの建物工事に伴う水洗便所の工事ではないこと。 

(4) 私道共同排水設備を整備した後、水洗便所の工事をする場合は、私道共同排 

水設備の検査に合格した日を第１号の供用開始日とする。 

（補助対象費用） 

第６条 補助金の対象となる費用（以下「補助対象費用」という。）は、対象工事 

に要する費用とする。 

（補助金の額） 

第７条 補助金の額は、補助対象費用の額とし、対象工事１件につき３万円を限度 

とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、対象工事を施工する者の所在地が市外に存する場合 

の補助金の額は、対象工事１件につき１万円を限度とする。 

（補助金の交付申請） 

第８条 補助金の交付を受けようとする者は、様式第１号の申請書又は所定の電子申

請フォームに必要事項を記入又は入力し、次に掲げる書類を添えて供用開始日の翌

年度２月末までに管理者に申請しなければならない。 

(1) 排水設備等計画確認通知書の写し（川口市下水道条例施行規程（平成３１年 

上下水道局規程第２１号。以下「施行規程」という。）第７条第２項に規定す 

る様式第２号） 



(2) 排水設備等工事検査済証の写し（施行規程第８条第２項に規定する様式第４ 

号） 

(3) 補助対象費用が記載された領収書の写し 

(4) その他管理者が必要と認める書類 

（補助金の交付決定及び交付額の確定） 

第９条 管理者は、前条の申請があったときは、当該申請に係る書類を審査の上、 

速やかに補助金の交付の適否を決定するものとする。 

２ 管理者は、前項の規定により補助金を交付することを適当と認めたときは、交 

付の決定をするとともに、補助金の額を確定し、様式第２－１号の通知書により 

当該申請者に通知するものとする。 

３ 管理者は、第１項の規定により補助金を交付しないことを決定したときは、様 

式第２－２号の通知書により理由を付して当該申請者に通知するものとする。 

４ 補助金の交付は、第２項の規定による補助金の交付決定後、速やかに行うもの 

とする。 

（補助金の取消し等） 

第１０条 管理者は、補助金の交付を受けた者が次の各号のいずれかに該当すると 

きは、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消し、交付した補助金の全部又は 

一部を返還させることができる。 

(1) 偽りその他不正な方法により補助金の交付決定を受けたとき。 

(2) この要綱の目的に著しく反するとき。 

（その他） 

第１１条  この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、管理者が別に定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年１月１２日決裁） 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年１２月２６日決裁） 



この要綱は、令和７年２月１日から施行する。ただし、第５条第１号の改正規定

（「翌年度２月末」を「翌年度１月末」に改める部分に限る。）及び第８条の改正規

定（「翌年度３月末」を「翌年度２月末」に改める部分に限る。）は、令和７年４月

１日から施行する。 


